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各地域包括ケア推進会議における論点





包括 日 議題 ①課題 ②関係する個別事例 ③地域での対応方針
④地域での対応状況
今後の方向性

⑤市レベルで期待すること

1 医師 2 3

1 ⻭科医師 1

0 薬剤師 1 通所介護 1

5 看護師 0 訪問介護 0

保健師（市

役所職員含む）
0 訪問看護 2

⾼⽀連 0 医療相談員 2 2

⽣活⽀
援CO

0 理学療法⼠ 1 0

地域 0 基幹型 0 7

松⼾市国際
交流会

4 4

⾒学者 6 43

医師 9

⻭科医師 1

1 薬剤師 1 通所介護

2 看護師 訪問介護

作業療法⼠ 1 訪問看護

⾼⽀連 ⾔語聴覚⼠ 1 5

⽣活⽀
援CO

1 理学療法⼠ 1

NPO 1 警察 1

消防 1

26

SNSを活⽤して若い世代に発
信しするとともにスマホ教室
でSNSを活⽤できる⾼齢者を
増やす

明２地区のイベント情報を発
信するＳＮＳを新設できない
か検討する

病院や介護事業所で
働いている専⾨職
は、地域の元気な⾼
齢者との接点が少な
い。

医療・介護の専⾨職と地域包
括の共同で開催する介護予
防・フレイル予防教室を増や
す

〇⻭科医師会はオーラルフレ
イル発⾒のための検診や介護
予防の各種イベントに参加し
ている
〇包括と地元病院でフレイル
予防教室を開催した

町会などの地域活動
やボランティアの担
い⼿の⾼齢化が進ん
でいて若い後継者が
少ない

多世代が参加でき交流できる
サロンやイベントを増やし、
若い世代に地域活動に関⼼を
もってもらうきっかけにする

⾼齢者とこども・⼦育て世代
が参加できるイベント「にら
めっこ＆くるくる」を開催し
た

⾼齢者福祉・障害福祉・家
庭⼦育て・地域福祉・共⽣
社会など縦割り組織間が、
同じような課題に対して連
携して施策⽴案してもらい
たい

各地域包括ケア推進会議における主な議論

参加者

明第２
西

11月13日

町会 ケアマネ

ボランティア

特別養護⽼
⼈ホーム

①医療・介護専
⾨職が、介護予
防に専⾨性を発
揮できる仕組み
づくり

②多世代の地域
住⺠の⽀え合い
と社会参加の促
進

地区社協 介護事業者

市社協

⺠⽣委員

地区社協 介護事業者

市社協

⺠⽣委員

⼩規模多機
能

町会 ケアマネ

多⽂化共⽣社会
の構築に向けて

ボランティア

グループ
ホーム

⼩規模多機
能

地域包括

市役所

合計

○英語圏以外の外国籍の住⺠
も多いため、コミュニケー
ション⽅法の検討。
○外国籍の⽅が⾃治体への関
わり⽅や地域交流の場の知る
機会を作る。

○やさしい⽇本語や短い⽂
章・固有名詞などを使い外国
籍の⽅にわかりやすく伝え
る。
○外国籍の⽅が交流の機会が
あることがわかり、関わる機
会が周知されて社会参加の機
会が増える

○介護サービス等で外国籍
の市⺠とのコミュニケー
ションが必要となった際の
⽀援者向けの通訳サービス
〇外国籍の市⺠が⽇常⽣活
の中で、必要な際に利⽤で
きる外国籍の市⺠に向けた
通訳サービス。

○外国籍の⽅の⽀援
に伴う課題の整理・
⽀援対策が必要。

〇難病を抱え、独居⽣活
に不安がある外国籍の⾼
齢⼥性。読み書きできる
が⽚⾔で聞き取りにく
い。徐々にADLが低下が
みられ、⽣活に対する不
安が⼤きくなっている。

ア

ア

イ地域包括

市役所

地域で⾏われている
体操やサロンの情報
がまとまっていない

合計

明第1 11月26日

ウ
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包括 日 議題 ①課題 ②関係する個別事例 ③地域での対応方針
④地域での対応状況
今後の方向性

⑤市レベルで期待すること

各地域包括ケア推進会議における主な議論

参加者

1 医師 1 2

⻭科医師 1

1 薬剤師 1 通所介護 1

10 看護師 訪問介護

作業療法⼠ 訪問看護 1

⾼⽀連 医療相談員 その他 2

⽣活⽀
援CO

理学療法⼠ 2 7

1

1
グループ
ホーム

1 2

1
⼩規模多機
能

1 37

1 医師 2 2

⻭科医師 1

2 薬剤師 2 訪問看護 2

1 看護師 福祉⽤具 1

作業療法⼠ 1

⾼⽀連 医療相談員 5

⽣活⽀
援CO

理学療法⼠ 5

警察 1

企業 7 1

しぐなるあ
いず

1 35

買い物、ゴミ捨てなどの
課題がある⾼齢者が社会
資源不⾜により、適切な
⽀援に結びつかない事
例。

イ

市より提供があった要援護⾼
齢者のためのチェックリスト
を地域性を加味し再作成す
る。

チェックリストを企業等が活
⽤し、地域や包括へ連絡・相
談する。同時に企業等と地域
の連携強化を構築する。個⼈
情報の利⽤が課題として上
がっている。

⾒守り協定の推進のための
周知強化や協定内容の⾒直
し

本庁 11月27日

町会 ケアマネ

⾼齢者に対する
地域と企業の連
携

グループ
ホーム

ア

地区社協 介護事業者

市社協

⺠⽣委員

ボランティア

地域包括

市役所

学識経験者

合計

ア

地域は限定的だが買
い物に出かけること
が困難な⾼齢者がい
る

〇移動販売⾞停⾞場所案︓公
園、⾃治会館、クリニック、
お寺さんの駐⾞場等。施設の
駐⾞スペースをぜひ利⽤して
ほしい。
〇移動販売⽇にベンチを出し
て、休憩スペースを作り地域
住⺠の⽅と⼊居者とのコミュ
ニケーションの場所として提
供したい。⾃宅内のスペース
を貸すことも可能。公園は午
後だと⼦育て世代も利⽤でき
るのではないか。多世代交流
ができることを期待したい。

〇移動販売の⾞両を停められ
そうな場所を地図に落とし込
んだ。今後はルートを検討す
る。
〇認知症等で⽇時の感覚が無
い⽅や⾜腰が悪い⽅などの
フォローをしてくれるボラン
ティアがいると安⼼。オレン
ジ協⼒員、⺠⽣委員、包括職
員等、利⽤する⽅の⾒守りが
あっても良いかと思う。（移
動販売に集うことをきっかけ
に、コミュニケーションの促
進効果も⾒込める）

買い物困難者への⽀援策の
充実

有償ボランティアの利⽤や、
移動販売、買い物ツアーの積
極利⽤や地域への誘致。

有償ボランティア、移動販売
等を地域に周知していく。

移動⼿段確保に関して、交
通や送迎サービス等をおこ
なっている幅広い企業や事
業者との連携を⾏ってい
く。

要⽀援・要介護状態にな
る前は駅周辺までの移動
に困難さはなかったが、
歩⾏に不安を感じる状態
になった今では近所の坂
が外出を困難にさせる要
因になっている

⾼齢者⾒守りに対し
ての地域と企業の連
携。

明第2
東

11月20日

町会 ケアマネ

地区社協

市社協

⺠⽣委員

市役所

地域包括

合計

介護事業者

その他

ボランティア

⽣活⽀援
CO

多機能CO

買い物困難者に
対する⽀援とし
て、移動販売を
考えられないか

地域⾼齢者の課題の
共有、企業の⾏って
いる取り組みと、今
後⾏えそうな取り組
みの把握

独居世帯、認知症など⾒
守り⽀援が届きにくい⾼
齢者の事例。
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包括 日 議題 ①課題 ②関係する個別事例 ③地域での対応方針
④地域での対応状況
今後の方向性

⑤市レベルで期待すること

各地域包括ケア推進会議における主な議論

参加者

1 医師 1 3

1 ⻭科医師 1

1 薬剤師 1 通所介護 3

5 看護師 1 看多機 3

作業療法⼠ 1 福祉⽤具 1

⾼⽀連 有識者 5

通いの
場代表

保健セン
ター

1 1

5 警察

消防

NPO 1 36

医師 2 4

⻭科医師

薬剤師 1 通所介護

1 看護師 訪問介護

作業療法⼠ 訪問看護 1

⾼⽀連 医療相談員 1 2

⽣活⽀
援CO

1 理学療法⼠ 1 1

警察

消防

15

ケアマネ

地域包括

合計

地域包括

⼩規模多機
能

特別養護⽼
⼈ホーム

東部 9月20日

多様化する詐欺被害
から⾼齢者を守るた
めに、⽀援者として
何ができるか。

80代。認知症、要介護１
デイサービス利⽤。⼦①
家族と⼆世帯住宅だった
が、折り合いが悪く、転
勤を機に他県に転居。⼦2
家族は海外。関係悪く⾳
信不通。⼦1の配偶者が半
年に1回定期受診同⾏のた
め帰省。独居になり数回
詐欺被害に遭う。現在は2
階に⼦1配偶者の兄弟が防
犯を兼ねて同居。本⼈は
あまりよく思っていない
ため、関係は希薄。

町会

地区社協

〇⾼齢者が集まれるコミュ
ニティを確⽴していくこと
が課題。
〇被害額は増えたが、被害
件数が減っているため、チ
ラシによる周知活動は⼀定
の効果がある。情報量が多
過ぎてチラシが細かくてわ
かりにくい。絵を活⽤した
り、紹介事例をしぼること
で分かりやすくすることで
更に有効ではないか。

〇のぼり旗や防犯カメラ（ダ
ミーでも可）などの防犯活動
⽤品を設置して、訪問をため
らうような⼯夫をする。
〇分かりやすいチラシや
キャッチコピーを考え、⾼齢
者への周知を継続して⾏う。
医療機関などに協⼒を依頼し
て、啓発物が⾼齢者の⼿元に
届くよう⼯夫をする。

〇⾃治会でカラフルなのぼり
旗を⽴てたことによって⼀切
勧誘がなくなった。
〇ケアマネとの信頼関係を築
き⾼齢者から情報をキャッチ
し被害を防いだ。

今後の⽅向性
〇認知機能低下・判断⼒低下
に加え、社会的に孤⽴してい
る⼈が被害に遭いやすい。⾼
齢者が集まれるコミュニティ
を確⽴していく。
〇家族に⾔うと怒られるなど
を理由に、誰にも相談せずに
⾃分だけで判断してしまって
いることが問題である。「即
答はしない」を周知する必要
がある。

⽮切地区の防災
について

認知症対応型共
同⽣活介護

合計

介護事業者

市役所

イ

町会ごとに防災に対
する意識に差がある

防災訓練の実施、防災倉
庫の備蓄の確認、⺠⽣委
員との連携など、防災へ
の取り組みを⾏えていな
い町会もある

⽮切地区の防災について町会
だけでなく、⺠⽣委員や地区
社協などと⼀体的に連携し、
意識の統⼀を図っていく。

⽮切の防災に関する取り組みを
⾒える化するとともに、地域の
防災に関する具体的な話をする
場を設け、ネットワークの構築
を図る。

若い世帯は流⼊してきて
いるが、町会に⼊らない
など地域の繋がりが希薄
化している

災害時は⾃助・互助だけでな
く近所の⽀え合いが必要であ
ることの意識付けを、どのよ
うに⾏うかを検討していく。

ア

災害時の要援護者の
避難について、⺠⽣
委員や町会での⽀援
は限界があるため、
近所での⽀えあいが
必要である

地域の多世代交流のイベント
を活⽤して、町会の若い世代
への取り込みやネットワーク
構築を推進し、情報の発信と
受け取る⽅法を模索する。

⾼齢者と難病や疾患を抱
える息⼦の世帯は避難時
の移動に何らかの⽀援が
必要である

個⼈情報に留意をしながら、
どのような移動⼿段⽀援⽅法
があるのかを検討していく。

グリーンスローモビリティを
含む、地域資源を活⽤した避
難体制の構築について検討し
ていく。

ア

矢切 11月22日

町会 ケアマネ

ボランティア

地区社協

市社協

⺠⽣委員

介護事業者

⾜⽴区
関係者

ウ

坂下の要援護者の避
難時の移動⽅法が確
⽴していない

ボランティア
⾼齢者の権利擁
護について〜詐
欺被害等の防犯
対策を考える〜

市社協

⺠⽣委員

市役所

特別養護⽼
⼈ホーム
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包括 日 議題 ①課題 ②関係する個別事例 ③地域での対応方針
④地域での対応状況
今後の方向性

⑤市レベルで期待すること

各地域包括ケア推進会議における主な議論

参加者

1 医師 1 5

⻭科医師

1 薬剤師 2 通所介護

2 看護師 訪問介護

作業療法⼠ 訪問看護

⾼⽀連 1 医療相談員 2 4

⽣活⽀
援CO

理学療法⼠ 1 4

商店 1 警察 1

成年後
⾒相談

1 基幹相談員 1

その他 3 31

1 医師 1 5

1 ⻭科医師

1 薬剤師 1 通所介護

1 看護師 訪問介護

作業療法⼠ 訪問看護 1

⾼⽀連 医療相談員 1 4

⺠児協 理学療法⼠ 1 1

1 警察

3 製薬企業 1 1

25

プロボノＭＡＴ
ＳＵＤＯやボラ
ンティア募集の
案件について具
体的な⽅策を検
討してみましょ
う

○8050世帯では⾃ら
声を上げることが少
なく、孤⽴の実態把
握が難しい。
○孤独感や寂しさか
ら、借⾦を繰返した
り、詐欺被害に遭っ
てしまう⾼齢者増。
○夫婦世帯は家庭状
況が把握が難しく、
孤⽴の早期発⾒が難
しい。

○障害者虐待の疑いがあ
る８０５０世帯の⽀援に
ついて
○転居後の環境でお⾦の
⼼配なく安⼼して暮らす
ためには
○家庭内別居状態にある
夫婦に対してのサービス
の導⼊について

合計

ケアマネ

ア

認知機能の低下が進
⾏する前に、また、
認知機能の低下が進
⾏してきている⽅に
対して、どんな⾒守
りや⽀援、交流があ
れば⾃宅で安全に⽣
活を継続することが
出来るのか。

〇80代後半、要介護1→
3、独居。今までできてい
たことが急激にできなく
なっている⽅の⽀援につ
いて
〇80代。要介護１。独
居。服薬管理・栄養管理
ができていない、物盗ら
れ妄想あり、⼊浴ができ
ていない等の問題がある
⽅。

イ

介護サービスを利⽤
している⽅は⾝近な
ケアマネを頼ってし
まう。ケアマネ業務
以外の困りごとを解
決するための⼿段や
⽅法を検討する必要
がある。

90代、独居、要介護1。⾃
分でできる⼒はあるが不
安が強い。ｹｱﾏﾈに様々な
訴えがある。訴えが多く
早急に対応を望むが、理
解⼒が低下しており納得
しないと⽀援がスムーズ
に進まないケース

ウ

⽀援が必要な状況の
中でも本⼈は困って
いない。みなし2号の
場合、障害者サービ
スが優先されるなど
介護保険との兼ね合
いを検討する必要が
ある。

60代、独居、要介護1。⽣
活保護受給中。本⼈に病
識がなく、医師の指⽰や
⽀援者の助⾔等に⽿を傾
けず外出しては体動困難
となり救急搬送を繰り返
している⽅の⽀援

合計

○⾒守り不在、地縁の⽋如が
多く⾒られる中で地域での情
報発信の仕組みが必要
○地区社協ホームヘルプ事業
の協⼒者を増やす
○⾃治会運営や各種イベント
の協⼒者を増やす
○ボランティアニーズ（傾
聴、団地イベント⽀援、⾃治
会・社協運営⽀援）

○プロボノＭＡＴＳＵＤＯを
理解してトライアルしてみ
る。例︓常盤平団地イベント
チャンネル。情報発信のノウ
ハウを⾝につける機会の創
設。素材、画像、集会情報集
めや発信⽅法
○『ちばボランティアナビ』
の活⽤
○情報提供を負担少なく発信
できる新しい仕組みの創設

○プロボノＭＡＴＳＵＤＯ
の理念を広く提唱し活動に
繋げる

団地事業者

介護保険サービ
スで対応できな
い様々な困りご
とに対してどの
ような⽀援があ
ると良いのか。

〇近所の⽅や友⼈に協⼒をい
ただく。
〇病院を受診し気持ちを落ち
着かせる薬を処⽅してもら
う。

〇元気なうちに早めに対応・
準備をしておく。
〇⼩規模多機能を含め、施設
を検討する。
〇成年後⾒制度を利⽤する。

〇ケアマネに負担がかかり
過ぎないような仕組み作
り。
〇後⾒制度を含めた元気な
うちに備えておく仕組み作
り。

〇ケアマネが出来ることとで
きないことを本⼈と家族に伝
えて⾏く。
〇家族で出来ることは⽀援し
てもらう。

〇社協やシルバー⼈材など⽣
活援助の活⽤⽅法を伝える。
〇地域のイベントに参加をし
て地域の中で相談できる⼈を
増やす。

〇社会資源の発掘・周知。
〇サービス利⽤⼿続きが煩
雑な事や困難になっている
ことへの⾼齢者のサポー
ト。

〇社会的なつながりや何らか
しらのサービスを利⽤し誰か
とつながりを作っておく。

〇⽀えになってくれる⼈を作
る。
〇障害者サービスの同⾏援護
を利⽤し外出⽀援に繋げる。

〇障害者分野と介護保険分
野の連携の強化。
〇様々な⽴場、⽀援機関が
⽀援が必要な⼈の存在を知
り繋がっている環境つく
り。

常盤平
団地

9月5日

町会

司法書⼠

地域包括

市役所

ア

ケアマネ

介護事業者

常盤平 11月21日

地区社協

市社協

市社協

⺠⽣委員

ボランティア

地域包括

市役所

特別養護⽼
⼈ホーム

⼩規模多機
能

⺠⽣委員

ボランティア

地区社協 介護事業者

⼤学教員

町会

プロボノ
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包括 日 議題 ①課題 ②関係する個別事例 ③地域での対応方針
④地域での対応状況
今後の方向性

⑤市レベルで期待すること

各地域包括ケア推進会議における主な議論

参加者

医師 1 4

1 ⻭科医師 1

1 薬剤師 1 通所介護

6 看護師 0 訪問介護

常盤平基幹 1 訪問看護 1

⾼⽀連 6 管理栄養⼠ 1 8

⽣活⽀
援CO

0 理学療法⼠ 1 1

松⼾
NPO

1 学校教頭 1 1

健康推進課 1

その他 0 38

1 医師 1 5

1 ⻭科医師 1

薬剤師 1 通所介護 1

1 看護師 訪問介護

作業療法⼠ 訪問看護 1

⾼⽀連 1 医療相談員 5

⽣活⽀
援CO

1 理学療法⼠ 1 2

警察 1

看護多機能 1 1

グループ
ホーム

1 27

災害発⽣時の地域と
の協⼒〜地域共⽣社
会の実現を⽬指して
〜

⽉に1度2⽇〜3⽇しか同居
家族が帰って来ない状況
にある認知症を持つ⾼齢
者

ア

地区社協 介護事業者

市社協

⺠⽣委員

看護⼩規模
多機能

合計

〇まずは⾃分で備えておくこ
とが⼤事。1週間分くらいの
蓄えは⽤意しておく。
〇防災訓練を定期的に⾏い、
備蓄品の確認もしておく。

〇避難訓練、防災訓練への参
加、個⼈の備えについて啓発
する。
〇⽇頃から町会単位で繋がり
を作る。
〇避難所を周知する。

〇個⼈の備え、要⽀援名
簿、防災計画や避難計画の
普及啓発。

11月20日

町会

3.令和6年度上
半期地域包括⽀
援センターの活
動報告

5.令和6年度六
実六⾼台地域づ
くり委員会報告
（⼆層協議体）
6.課題検討
7.次回以降の地
域ケア会議につ
いて
8.その他

「住み慣れた⾃
宅で最期まで暮
らす」
 には地域で何
ができるのか︖

ボランティア

⼩規模多機
能

地域包括

市役所

特別養護⽼
⼈ホーム

六実六
高台

ケアマネ

五香松
飛台

11月21日

町会 ケアマネ

地区社協 介護事業者

〇教育委員会に働きかけ認
サポを必須とするカリキュ
ラムを作る。
〇防災計画や避難計画の普
及啓発

ア

〇⺠⽣委員・相談協⼒員とケ
アマネとの連携会議を継続実
施。
〇⼩学校で⾏う防災訓練に参
加。

〇⺠⽣委員、⾼⽀連の名簿⼀
覧をケアマネに随時配布。
〇認知症の要⽀援者の避難誘
導訓練。

特別養護⽼
⼈ホーム

認知症の⽅への災害
対応

〇認知症状のある⺟親と
引きこもりの息⼦が同居
〇認知症独居の⽅の災害
時の対応。

市社協

⺠⽣委員

地域包括

市役所

合計

ボランティア
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包括 日 議題 ①課題 ②関係する個別事例 ③地域での対応方針
④地域での対応状況
今後の方向性

⑤市レベルで期待すること

各地域包括ケア推進会議における主な議論

参加者

1 医師 1 1

⻭科医師 1

薬剤師 2 通所介護

2 看護師 訪問介護

作業療法⼠ 訪問看護

理学療法⼠ 1 2

1 地域共⽣課 2 1

⼩⾦保健福
祉センター

1 1

1
男⼥共同参
画課

1 1

1
元気応援ク
ラブ

1 22

医師 2 2

⻭科医師

薬剤師 通所介護

3 保健師 訪問介護

作業療法⼠ 訪問看護 1

⾼⽀連 医療相談員 3 5
⽣活⽀援
CO

理学療法⼠ 1 2

警察

消防

⼩⾦基幹 1 20

特別養護⽼
⼈ホーム

独居、認知症、
介⼊・交流に関
する拒否につい
ての対応〜事例
発表・グループ
ワークを通じて
〜

11月25日

⺠⽣委員

地域包括
ア

⼩規模多機
能
合計

⽣活⽀援
コーディ
ネーター

〇情報を発信する⽴ち場の⼈
が集まり、情報共有をする。
〇松⼾市HPに松⼾の居場所リ
ンク集があり、松⼾市公式
LINEでは必要な情報が送られ
てくる。
〇集まることが困難・苦⼿な
⼈向け等ターゲットを絞り、
SNSなど情報発信の⼯夫。

必要な⼈に必要な情
報が届かない

〇効果的な情報発信の仕組
み作り
〇情報発信をしてくれる⼈
を増やす仕組み作り

〇BPSDがひどく家族の介
護負担がとても⼤きい世
帯の⽀援について。
〇ダブルケアや虐待分
離、認知症独居など複合
的な課題を持つ本⼈をど
のように地域で⽀えるこ
とができるか

〇チラシの作成、配布
〇MSWからの情報提供
〇⺠⽣委員からの情報提供
〇オレンジ協⼒員からの情報
提供
〇専⾨職同⼠で情報の共有を
する。

〇つながりの場の創出
〇効果的な情報発信の仕組
み作り
〇連帯してくれる⼈を増や
す仕組み作り

〇元気応援クラブなどの地域
資源に介護者をつなぎ、養護
者の孤⽴を防ぐ、養護者がリ
ラックスできる、いざという
時に助け合える仲間ができる
ように⽀援.
〇本⼈が外に出たがるタイミ
ングでオレンジ協⼒員や外部
サービスを利⽤する。
〇CMと⺟⼦保健センターが連
携.幼児健診、幼稚園保育園等
の⽀援、ファミリーサポー
ト、シルバー⼈材センターに
よる家事⽀援などの利⽤をし
て育児、介護負担を軽減す
る。
〇どうしてもつらければ専⾨
職に対応を依頼し、やらなく
てもいいと養護者に伝えるこ
とも必要。

〇介護者が地域で孤⽴しない
ようにする必要がある。
〇介護者が地域で⾃分のこと
を気軽に話せる場所や機会が
必要。
〇養護者と本⼈が⼀緒に集い
の場に通う。
〇養護者がリラックスできる
場を紹介する。
〇助け合える仲間を作る
〇地域の中に介護に理解のあ
る⼈を増やす。
〇養護者が困った時の連絡⼿
段が必要。
〇養護者から⾒た世帯状況や
養護者⾃⾝の抱える複合的な
課題、思いなどを把握し介護
の負担軽減を図る必要があ
る。

〇BPSDがひどく家族の介
護負担がとても⼤きい世
帯の⽀援について。
〇ダブルケアや虐待分
離、認知症独居など複合
的な課題を持つ本⼈をど
のように地域で⽀えるこ
とができるか

養護者の困難に気づ
くことが難しい。ア

町会 ケアマネ 家族のもとへ何度も⾜を運
び、時間をかけてコミュニ
ケーションを取り続ける。
医療、介護、障害、近隣住⺠
で協⼒連携し、関わる。

複合的な課題をもっ
た事例に対する⽀援

80代である本⼈と50代の
障害を持つ⼦が同居する
家族において、本⼈の年
⾦で⽣活を送っている。
本⼈たちは現在困ってい
ないというが、今後本⼈
が亡くなった時に収⼊が
途絶える状況となると⻑
⼥、⻑男の⽣活は破綻す
ることが確実視されてい
る事例

近所や⺠⽣委員の協⼒も得な
がら家族へ関わり、医療、介
護、障害、近隣住⺠で役割分
担をしながら⽀援を⾏う。

複合的な課題（障害・精神
的問題・引きこもりなど）
に対応する事案について、
どの機関に相談すべきか、
市が具体的な業務内容や⽀
援に関する情報を整理し、
相談窓⼝や関係機関と共有
出来る連携システムの構築
を求めたい。

イ

地区社協 介護事業者

市社協

1.開会
2.⾃⼰紹介
3.前回会議の振
り返り
4.養護者を地域
で⽀えるには
5.その他 事務
連絡

町会 ケアマネ

地区社協

市社協

⺠⽣委員

特別養護⽼
⼈ホーム

おんぷ

合計

ボランティ
ア

ボランティア

介護事業者

地域包括ケ
ア推進課

地域包括

小金 11月26日

⽣活⽀援課

健康推進課

小金原

市役所

⾼⽀連

多機能コー
ディネー
ター
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包括 日 議題 ①課題 ②関係する個別事例 ③地域での対応方針
④地域での対応状況
今後の方向性

⑤市レベルで期待すること

各地域包括ケア推進会議における主な議論

参加者

医師 1 2

1 ⻭科医師 1

薬剤師 1 通所介護

3 保健師 1 訪問介護

⾔語聴覚⼠ 1 訪問看護 1

⾼⽀連 1 医療相談員 1 4

⽣活⽀
援CO

理学療法⼠

オレンジ協⼒
員 警察

CI新松⼾ 1 消防 2

障害 1 21

医師 2

1 ⻭科医師 1

薬剤師 1 通所介護

3 看護師 訪問介護

作業療法⼠
訪問リハ
ビリ

1

⾼⽀連 医療相談員 5

⽣活⽀
援CO

理学療法⼠ 2

警察 1

消防

17

地域包括

市役所

新松戸 11月19日

町会 ケアマネ

⽔害に備えてそ
れぞれの⽴場で
できること

○独居や⾼齢者世帯
が多く、災害時に避
難できない⾼齢者が
多いと考えられる
（各町会やマンショ
ンで災害に向けた取
組みは⾏っている
が、具体的に誰が助
けるかなどは決めら
れておらず、
新松⼾地区は坂川、
新坂川、江⼾川があ
り、平地のため、⽔
害時には浸⽔区域に
⼊る）

〇R6.7.16の事例
家族関係が希薄で精神疾
患も疑われる独居⾼齢者
の⽀援について
〇R6.7.16の事例
⼊院適応にならず、在宅
⽣活も困難な⽅への⽀援
〇R6.9.17の事例
⼦の意向と違う本⼈の希
望を叶えるためにはどう
したらよいか
〇R6.9.17の事例
精神疾患の⽅の⼊院先が
⾒つからずに苦慮した
ケース

地域住⺠

合計

介護事業者

特別養護⽼
⼈ホーム

地区社協

市社協

⺠⽣委員
（1名⾼⽀連重複）

ボランティア

健康マイレージのアプリ化
や
ＱＲコード、WEBの活⽤促
進等。

地域イベント等の参
加者が固定されてし
まっており、若い世
代、中々外に出てい
かない⾼齢者、障害
者や外国⼈など参加
出来ていない⼈も多
い。

気軽に男性が集まって活
動できる場が少ない。
⾼齢でも障害者でもない
若い世代の相談先や受け
⽫が不⾜している。
ゴミ捨ての問題。

現在開催している⾏事等を恒
例⾏事として理解してもらい
定着できる様に開催する。
掲⽰板、回覧板などを活⽤す
る。
スマートフォン等の活⽤。

馬橋西 11月22日

町会 ケアマネ

地区社協 介護事業者

市社協

地域包括

市役所

看護⼩規模
多機能

合計

⺠⽣委員

地域で新しく繋
がりを作ってい
く仕組み作り。

ボランティア

○市を中⼼に鉄道会社、バ
ス会社等を巻き込み、避難
について検討していく

○⽔害時の避難場所として
適正なのかの避難場所の⾒
直し

ア

ア

〇各事業所でBCP作成、研修
実施
〇避難訓練、備蓄、町会単位
で避難ができるよう避難場所
確保
〇地震を想定した対策は⾏っ
ているが、⽔害を想定した対
策は⾏われていない
〇災害弱者（認知症、外国⼈
等）は避難所で過ごせない可
能性がある
〇住⺠全体の把握が難しい。
個⼈情報の壁がある

〇ケアマネのアセスメント項
⽬に避難場所を追加し、利⽤
者とケアマネで緊急時につい
て話をする機会を作っている
○薬局︓災害時に備えて、数
⽇分の薬の備蓄を指導してい
る。担当している⽅の連絡先
を携帯に登録。
○それぞれが関わっている対
象者や家族等に対し、災害の
話をしたり情報提供すること
で、災害に対する意識や危機
感を持ってもらえるよう働き
かける
〇避難のタイミングや在宅避
難など、市⺠に対して災害に
ついて普及啓発
〇近所付き合いを⾏うこと
が、災害時にも⽣きてくるた
め、⽇頃から関係作りを進め
る

健康マイレージの活⽤等、参
加者がやりがいを持って参加
できるような仕組みを作る。
ＱＲコードやWebを活⽤し、
どの様な⽅でも参加申し込み
がしやすい様にする。
若い世代の⽅にスマートフォ
ンを教えてもらうなどのマッ
チングが出来れば良い。
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包括 日 議題 ①課題 ②関係する個別事例 ③地域での対応方針
④地域での対応状況
今後の方向性

⑤市レベルで期待すること

各地域包括ケア推進会議における主な議論

参加者

医師 1 1

⻭科医師 1

1 薬剤師 1 通所介護

1 看護師 訪問介護 1

作業療法⼠ 訪問看護 1

⾼⽀連 医療相談員 7

⽣活⽀
援CO

1 管理栄養⼠ 1 2

警察

消防 1

理学療法⼠ 20

地域包括

ボランティア

地域住⺠のニーズや⽣活実態
を基に、町会にアプローチし
ていく。参加者は、⾼齢者だ
けでなく、多世代の⽅が参加
できる場にしていくことも⾒
当。

馬橋 11月7日

お互いさまとし
て⽀え合える地
域づくりを⽬指
して

要⽀援の認定を受けてい
るが、ケアマネが不⾜し
ておりサービス利⽤を
待っており、⽇中独居で
⼀⼈では外出できないた
め、社会参加できない⾼
齢者がいる。

地域の中で⾼齢者が参加する
場所を創出できないか、町会
に働きかけていく。

地区社協

市社協

⺠⽣委員

介護事業者

市役所

介護保険サービスが必要な
⾼齢者が、スムーズにサー
ビスを利⽤できるような仕
組み作り。

ア

⽀援が⾏き届いてい
ない⾼齢者が増えて
きている。

グループ
ホーム

⼩規模多機
能

合計

町会 ケアマネ
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